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神奈川県横浜市・川崎市を対象として，都市圏における地理形的特徴，土地利用の変化，土砂災害の特

徴を考察した．1974 年から 2006 年にかけて，建物用地の面積率が 1.5 倍増加し，低平地と丘陵が接する

急傾斜地に都市開発が進行している様子が見られた．丘陵地帯の土砂災害と傾斜角を対応づけるには，

12.5 m 格子が適切であることを示した．災害発生地点の隣接格子の傾斜角を用いると，宅地裏のがけ地を

表現できることを明らかにした．両市では傾斜角が 15～25 度の斜面で最も土砂災害が多いことを示した．

40 年間で 15 mm/h の強雨回数が増加傾向にあることを示した．宅地開発が急傾斜地に迫り，そこに隣接し

た宅地で被害が出ているため，降雨要因も含めた土砂災害のリスクは増大していると考えられる． 
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1. はじめに 

 

近年，気候が極端化しており，100 mm/hを超える極端

な雨が発生している．全国の AMeDAS 観測所における

50 mm/h 以上の降雨回数を引用し 1)（図-1），これを 10

年ごとに平均すると，1976年～1985年は約 174回であっ

たのが，2006～2015年は約 232回と 1.33倍に増加してい

る．土砂災害も各地で頻発しており，土砂災害発生件数

の全国統計 2)を同様に整理すると（図-2），1978 年～

1985 年の年平均値は 855 回，2006 年～2014 年は 1075 回

となり，1.26 倍に増えている．そのため，豪雨と土砂災

害には関連性がありそうだが，同じ場所の比較ではない

ので，より詳細な検討が必要である． 

川越ら 3)は日本全土を対象として，降雨，地形，地質

情報から 1 km メッシュの斜面崩壊発生確率を推定して

おり，地球温暖化による災害影響人口の変化を推計して

いる．このなかで，人口が集中しうる平野に近接する領

域で斜面崩壊リスクが高くなることを示している． 

土砂災害が発生する豪雨以外の要因として，災害ポテ

ンシャルの高い場所に居住域が拡がっていることが挙げ

られる．2014年 8月には広島県で大規模な土砂崩れが多

数発生し，家屋の損壊が 429 棟，死者が 74 名という大

災害になった 4)．これは住宅開発が山際に迫り，土石流

が住宅街を直撃したことが原因と言われている．つまり，

人為的要因と自然的要因の両者を検討する必要がある．

1969 年に「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する

法律」が施行されてから 5)現在に至るまで，図-2 に示す

ように土砂災害が増加し続けていることからも，災害要

因を場所ごとに整理することが重要と考えられる． 

三隅ら 6)は神奈川県を対象として，レーダー雨量によ

る降雨特性と土砂災害の関係性を解析しており，このな

かで建物用地率や斜面勾配との関連性にも言及している．

このなかで，勾配が 4～6 度で土砂災害発生頻度が高い

ものの，解析に用いているレーダー格子が 500 mであっ

て，実際の斜面空間スケールは数 m であるために，両

者が対応しているとは限らないと述べている． 

川越ら 7)は東京都を対象として，実効雨量と地形・地

質情報と土砂災害の関連性を 50 m 格子で解析しており，

土砂災害発生地点の実効雨量と斜面傾斜度の間には規則

的な関係性が認められないとしている．一方で，災害が

発生した当該格子の周辺情報として起伏量を用いると，

関係性が明確になると述べている． 

 天然の山地斜面は格子スケールが 50～500 mであって

も，空間情報がその中で均一であることが多いので，上

記スケールで議論することができるが，都市域では時間

的にも空間的にも複雑に斜面開発が進行しているため，

家 1軒単位に絞った詳細な検討が必要と考えられる．そ

こで本研究では，斜面都市の代表例として神奈川県横浜

市と川崎市を対象として，土地開発と降雨の経年変化を

調べ，土砂災害との関連性を検討した． 



 

 

2. 研究方法

 

(1) 研究対象
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3. 結果 
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ら19 %まで減少し，建物用地が31 %から45 %に増えた．

緩傾斜地（10～15度）では，農地・森林・荒れ地・その

他が4.4 %から2.8 %まで減り，建物用地が2.1 %から3.8 %

に増えた．減少面積が一番大きいのは森林であった． 

急傾斜地（20～25度）では森林・荒れ地・その他が

1.32 %から0.89 %まで減少し，建物用地が0.25 %から

0.65 %に増加した．20度以上の急傾斜地は面積が約15 

km2で，両市の面積の2.72 %に過ぎないが，この斜面に

おける建物面積は1974年から2006年にかけて2.6倍に増加

しており，急斜面の開発が年々進行していることが明確

になった． 

土砂災害発生件数を傾斜角別に整理すると（図-8），

災害は傾斜角0～20度に集中しており，特に5～10度での

件数が多い結果となった．また，すべての傾斜角におい

て，建物用地における災害が最多であった．ただし，平

坦地（0～5度）でも急傾斜地と同程度の災害件数があり，

三隅ら6)も同様のことを指摘している．この結果は不自

然であるため，次に格子スケールと地形再現性の関係や，

災害箇所と傾斜角の対応関係について検討する． 

 

 

4. デジタル地形と土砂災害の関係 

 

(1) 都市圏に適した格子スケール 

都市の土砂災害を適切に表現できる格子を検討するた

め，50 m 格子と 12.5 m 格子でそれぞれ計算された傾斜

角と土砂災害地点の対応を調べた（図-9）．その結果， 

50 m格子は 5～10度の緩傾斜地で発生回数がピークにな

った．12.5 m格子では同じ傾斜角の場所での発生回数が

約半分に減り，10～40 度の斜面での発生にシフトした． 

この原因を考えるため，横浜市磯子区磯子 7丁目の拡

大図に格子線を記入した（図-10）．図中の実線が 50 m

格子，点線が 12.5 m格子である．12.5 m格子は等高線の

間隔や曲率と概ね対応しているが，50 m 格子は格子の

中の地形が均一ではない．さらに，図-10 の中心格子の

傾斜角は周囲 8地点の標高座標から計算されるので，こ

の場合は傾斜角が約 22 度になる．一方，当該セルの中

では標高差が 20 m 以上あり，実際のがけ地の傾斜は約

44 度になる．この状況は，研究領域でよく見られ，特

に沖積低地と丘陵が接するがけ地で顕著であった． 

地形の空間均一性は日本全国で同じとは限らない．例

えば火山台地の富士山麓などであれば，変化が緩やかな

ので 50 m 以上の格子でも実態に即した傾斜角を計算で

きると考えられるが，多摩丘陵については 50 m 格子で

はがけ地の地形的特徴をカバーできず，傾斜角が 12.5 m

格子の約半分に評価されるため，12.5 m格子が適切であ

ることが分かった． 

 

(2) 土砂災害と対応する傾斜角の選定方法 

 図-8 の傾斜角は 12.5 m 格子で算出しているので，平

坦地で発生頻度が高い原因について別の角度から検討す

る．先に述べたように，国土交通省砂防部の資料 8)を集

計した結果，神奈川県の土砂災害は 98 %ががけ崩れで

あった．つまり，宅地の裏山が崩れていると考えられる．

図-10 から分かるように 12.5m 格子はおよそ戸建て住宅

一軒分を囲んでいる．面積にして 156.25 m2で，約 47坪

になるから，東京の郊外住宅の土地面積が 30～60 坪で

あることを考えると，概ね一区画と考えてよい．この場

合，住宅区画そのものは平坦であるため，崩れた場所

（急傾斜地）と被害を受けた場所（住宅）が隣接してい

れば，格子データとしては対応していない可能性がある． 

そこで，災害発生地点の周辺格子を探索するために，

災害地点を中心としたバッファ距離を設定した．そして，

バッファ距離を半径とする円形ポリゴンを作成して，ポ

リゴンに含まれる格子の最大傾斜角を抽出して，災害地

図-7 傾斜角と土地利用面積率の経年変化
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討して，土砂災害の特徴を考察した．さらに，降雨の経

年変化を整理した．得られた結論は以下の通りである． 

1) 両市では1974年から2006年にかけて，建物用地の面積

率が41 %から63 %へと1.5倍増加し，農地と森林がいず

れも半減した．特に，20度以上の急傾斜地では建物面

積率が2.6倍増加しており，低平地と丘陵が接する急

傾斜地に都市開発が進行している様子が見られた． 

2) 土砂災害と地形情報を対応づける方法として，50 m格

子と12.5 m格子を比較したところ，12.5 m格子が丘陵

の変化に富んだ地形を概ね表現できること，また戸建

て住宅の一区画相当であることから，適切であると判

断された． 

3) 土砂災害が発生した当該格子の傾斜角を用いると，平

地で災害が多発しているデータが生成された．そこで，

当該セルの隣接格子の傾斜角を探索することで，宅地

裏のがけ地を表現できることを明らかにした． 

4) 両市では傾斜角が 15～25 度の斜面で最も土砂災害が

多いことを示した． 

5) 時間最大雨量の 40年間の変化を調べ，15 mm/hの強雨

回数が増加傾向にあることを示した．宅地開発が急傾

斜地に迫っていること，急傾斜地に隣接した宅地で被

害が出ていることを考え合わせると，土砂災害のポテ

ンシャルは増大傾向にあると推測された． 
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図-12 降雨強度のしきい値を超えた回数（横浜）
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図-13 降雨しきい値を超えた回数の10年平均
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